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 社会基盤の整備において，従来から品質向上や低コスト化の為の様々な新技術・新工法が開発され，建

設技術も飛躍的に進歩を遂げてきた．一方，建設業における労働災害は，依然として全産業に占める割合

が大きく，また，重篤災害に至る危険性が高く，災害発生の懸念が常に存在している．特に，第二東名高

速道路建設工事は，我が国有数の長期にわたるプロジェクトであり，当該工事の施工業者，その労働者の

数も多く，労働災害防止対策の促進を図ることは，極めて重要な意義を有している． 

本報文では，第二東名高速道路の建設を円滑に進めるべく取り組んでいる安全対策などの一例を報告す

るものである． 
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１． はじめに 

 

第二東名高速道路は，東京圏と名古屋圏を結ぶ

国土の大動脈として，現在、建設が鋭意進められ

ているところである． 

東名高速道路の混雑を抜本的に解消し，本来の

高速道路が有する機能である高速性や定時性を

回復するとともに，東名高速道路と第二東名高速

道路のダブルネット化により，災害時等における

社会経済活動への影響の最小化を図るものであ

る． 

静岡県域における第二東名高速道路は，小山～

引佐間の延長 167 ㎞であり，既に市街化されてい

る平坦部を回避するべく現東名高速道路の北側

の丘陵地・山地部をほぼ並行して進んでいる． 

そのため，トンネルおよび橋梁の比率が高く，

長期にわたる建設工事が必要となり，多くの建設

会社や作業に従事する方々によって工事が進め

られている．（図-1）． 

建設工事にあたっては，将来にわたる高速道路

建造物の品質確保はもとより，安全管理の良否や

その結果が，事業の進捗に及ぼす影響は大きく，

また，社会的責任としても着目されているところ

である． 

このような中，日本道路公団静岡建設局では，

工事に携わる建設会社，関係機関等と一体となっ

て，作業に従事する一人一人の意識改革や安全教

育を効果的に行うための種々の取り組みを行っ

ており，以下に報告するものである． 

 

 

 

図‐1 静岡建設局管内図 

 

 

２.静岡県内の建設業と第二東名建設事業にお

ける労働災害発生状況 

 

建設業における労働災害は，全労働災害に占める

割合が大きく重篤災害に至る危険性も高い．現場に
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は，事故災害の発生する原因が常に存在している状

況から，災害防止対策の促進を図ることが重要であ

る． 
静岡県内の建設労働災害の発生状況を休業4日

以上の死傷災害でみると，平成 11 年に年間 1,000

人を切る 989 人となっており（図-2），長期的に

は着実に減少の傾向を辿っている.  

しかし，死亡災害については，平成 13 年の 16

人が最低であるが年間約 20 人前後で推移してお

り，減少傾向の定着には至っていない. 

一方，第二東名建設事業の死亡事故件数ならび

に休業 4日以上の労働災害件数は,平成 15 年から

減少しており，平成 16 年には死亡災害０件とな

っている． 

 

 

 

図‐2  静岡県内建設労働災害の推移 

 

 

３.建設事業の労働災害が及ぼす影響 

 

公共建設事業において発生した労働災害は，建

設会社に対してどのような不利益や損失が生じ

るのか，その及ぼす影響については以下が考えら

れる． 

 

（1）受注高の減少 

全国または特定の地域において，指名停止の期

間中は受注が不可能となる． 

受注高の減少幅は指名停止期間に比例し，発注

量の多い時期と重複する場合は受注高に多大な

影響を及ぼすこともある． 

指名停止には至らなくとも発注者による企業

評価が低下し，受注機会の減少や受注工事が小規

模となる可能性も生じる． 

 

（2）損害賠償の発生 

第三者等の人的または物的な損害賠償については，

災害状況により一定の費用負担が発生する場合があ

る． 

 

（3）労務･事故災害の再発防止にともなう損失 

労務・事故災害の発生後，原因の調査や再発防

止検討のために工事が中止される． 

必要により事故対策工事が追加となり，中止期

間中における費用損失および遅延した工程に対

する工事費用の割増が発生する． 

 

（4）社会的信用の低下 

労務・事故災害の発生や指名停止の措置を新

聞・テレビ等により報道されるため，社会的なイ

メージダウンや自社の信用低下に発展し，企業活

動および営業活動の支障となる． 

また，優秀人材の会社離れ，社員およびその家

族の社会的疎外感をともなう等も挙げられる． 

 

 

４.日本道路公団静岡建設局の取り組み 

 

日本道路公団静岡建設局（以下「建設局」とい

う．）では厚生労働省静岡労働局と「労働災害防

止に関する連絡会議」を定期的に開催し，静岡県

内における建設工事の労働災害発生状況，建設局

管内工事の安全衛生に関する取り組みや建設会

社等への安全指導内容などについて情報交換を

行っている． 

また，建設局管内の労働・公衆災害の防止を目的

とする「安全衛生協議会」を設置し、災害防止に向

けた啓蒙活動，静岡労働局をはじめ五団体など各業

界の協力による安全パトロールなどを行っている． 

事故災害が発生した場合には，速やかな情報伝

達ならびに類似の事象が予測される工事の安全

点検など再発防止の強化に向けた対策を講じて

いる. 

年１回の総会では協議会活動の報告や災害事

例の紹介,優良事業者表彰行うなど，安全に関す

る意識を高めることで，第二東名高速道路建設事
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業全体の労働災害防止に努めている． 

 

（1）清水工事事務所の取り組み 

日本道路公団静岡建設局清水工事事務所において

は，特に事故の要因が予定外の行動や不安全行動（認

知の誤り，記憶の誤り，行動の誤り）など「ヒュー

マンエラー」によるところが大きいことに着目し，

その対策について建設会社と一体となって以下のよ

うな取り組みをも行っている． 

 

（2）障害の想定とその対応の準備 

作業を着手するに当たり，当該工種の内容や存在

する危険有害要因を工事仕様書，作業手順書，安全

手引き書，重機取り扱い説明書等で事前に情報を収

集し，リスクの特定に基づく点検リストを作成する． 

次に，点検リストにより，準備段階での作業環

境および本作業中の不安全行動について点検を

実施する． 

なお，疑問点がある場合は，作業従事者からの

聞き取りなど問題点の究明に努め，リスクの要因

と判断された場合は点検リストの修正または追

加を随時行っている． 

 

（3）休憩時間を活用した安全意識の向上対策 

当事務所では，安全に対する親しみやすい意識改

革の一環として，「つもりちがい 10 ヶ条」を管内の

工事関係者から募集した．（図-3,図-4） 

応募された作品約 247 作を「現場編」と「意識編」

に分類し，優秀であった作品を各 10 作選定するとと

もに，採用された作品については後述する安全大会

の中で個人表彰している． 

10 ヶ条として決定した標語としては，「多いつも

りで少ないのが確認」や「狭いつもりで広いのが隙

間」のように単純でわかりやすい身近な文言として

いる． 

日常作業を行ううえでの人的危険要因とされる

「つもり違い」，「かん違い」を的確に表現したもの

を「現場編」「意識編」としておのおの選出した． 

この「つもりちがい 10 ヶ条」を記載したものを免

許証大に縮小し，ビニル被覆したカードを工事関係

者に配布し，常に携帯できるようにしている． 

また，休憩所などに掲示することで，仕事の合間

にも見ることができるようにし，強制的な指導だけ

でなく日頃から自主的な話題として，常に安全意識

の向上を図れるようにヒューマンエラーの防止に役

立てている． 

 

 

 

図‐3  つもりちがい十か条（意識編） 

 

 

 

図‐4  つもりちがい十か条（現場編） 

 

 

（4）安全パトロールの実施 

日本道路公団ならびに工事を受注した建設会

社全員の参加による安全パトロールを毎月1回の

頻度（建設局主体を含む）で実施しており，安全

衛生管理に関する法規の遵守，工事請負人からの

危険情報，安全対策や改善方法，他現場での労働

災害事例などを基礎とした現場作業上での危険

要因の指摘や改善指導を行っている．  

実施にあたっては，パトロールで指摘される危

険要因は，工事工程や作業形態の移行にともなっ
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て変化することから，労働災害につながると予想

される個々のリスクを的確に把握し，それに応じ

た適切な対策を早期に講じることを重要なポイ

ントとしている．（写真-１） 

パトロールの点検者は，デジタルカメラにて注意

すべきポイントや改善を指示する事項について，現

地の撮影を行い，その内容について，情報発信・交

換することで参加者全員が認識し，パトロール対象

外の他現場においても反映させるよう指導している． 

また，図-5 に示すような安全パトロールの流れに

より，指摘や改善指導した事象は，電子データによ

る「安全点検カルテ」として作成し，作業内容，使

用資機材などの項目毎にデータベース化している． 

現在，蓄積したデータをもとに「安全チェックシ

ート（リスト）」を作成中であり，今後「事例集」や

「安全作業標準」の制作も計画している． 

 

 
 

図‐5 安全パトロールの流れ図 

 

 
 

写真‐1  安全パトロール状況 

 

 

（5）ミニパトロールの実施 

安全パトロールにおいては、事前に実施計画が

作成されるため，場合によって形骸化する危険性

をはらんでいる． 

その危険性を回避し，パトロールの実効性を高

めるため，日常の状況での実作業に対して，突発

的で予告無しのミニパトロールを補完的に随時

実施している． 

体制としては，中堅の監督職員 10 名程度から

構成し、機動力を重視した班編成としている． 

このミニパトロールにおいても指摘事項があ

れば必要に応じて即時の作業中止と改善措置を

行うようにしている． 

 

（6）安全教育と啓蒙１ 

a）事務所における安全大会の開催 

安全に対する共通の認識を持ち，関係者全員が組

織的・計画的に，かつ継続した活動が行えるよう，

安全管理水準の向上を目標とした「安全大会」を開

催（写真-2）している． 

大会への参加者は，事務所管内の建設会社職員を

はじめ各協力会社に所属している職長クラスの方々

の出席も依頼している． 

比較的接する機会が少ない担当現場以外の方々と

の交流を通し，情報交換の場を提供する目的で参加

対象を広げている． 

大会では，講師として労働基準監督署や建設局か

ら協力を頂いての安全講和を拝聴するなど現場に即

した事故防止の啓蒙を行っている． 
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写真‐2 安全協議会総会状況 

 

 

b）安全表彰 

また，日頃より建設現場での安全作業に心がけ，

労働災害防止に貢献している協力会社または個人を

表彰し，その努力や模範となる業績に向けたインセ

ンティブの付与として位置付けている． 

 

（7）安全教育と啓蒙２ 

a）安全教育・安全訓練 

建設会社に対して、作業員の労働災害防止を目的

として行う日常の安全教育は，安衛法などの法規に

基づく活動のほか，工事着手後，原則として作業員

全員の参加により，毎月半日以上の時間を割り当て

安全に関する訓練や事故防止対策などの教育を実施

するものとし，その実施状況を日本道路公団へ報告

するよう義務付けている． 

この安全教育時にも，職場環境，作業内容，使

用資機材などから予測されるリスクの把握を行

っている． 

b）安全に関する理解力テストの実施 

安全教育を効果的なものとするための新たな

取り組みとして，各建設会社において実施してい

る安全教育に関する認識度を確認することと，講

習により集中できる環境設定のため，作業員を対

象に下記の流れにより安全教育前・後の理解度テ

ストを試験的に実施している． 

特に職種毎の作業員における理解度の把握や

個人の安全に対するモチベーションの高揚に効

果を期待するものである． 

1）実施方法 

実施にあたり，当該工種の内容，想定できる危

険有害内容を収集し，各専門分野に分類のうえ共

通教育事項を決定し，安全教育前に事前認知度を

確認するため一回目のテストを実施する． 

その後，解答を含め，通常通りの安全に関する

訓練や事故防止対策などの教育を実施し，教育終

了後，理解度の向上を検証するために二回目のテ

ストを行っている． 

場合により，実技テストを織り交ぜるなど参加

者の興味を継続させる工夫を講じている．  

 

2）実施状況 

実施開始から約 1 年が経過し，事務所管内 17

工事（平成 17年 2月末現在）の関係者延べ約 3,100

人が参加し，実施回数は延べ94回に至っている．

（表-1） 

 

表‐1  安全教育テスト実施状況表 

 

 
 
3）実施結果 

安全教育前・後における全体の理解度平均 UP

率は 26.5％という結果になっており，教育効果が

でていることが検証できた． 

また，工種ごとにみても，教育後の正解率は

90％を越えており，作業に必要な事項の習熟が進

んでいることが確認できた． 

工種の特徴として，下部工，上部工の場合，教

育前のテストにおいても，正解率が他工種に比べ

て高く，安全に対する知識が習得されている傾向

にあった．（表-2） 

トンネル及び土工事においては，事前結果が下

部工，上部工と比べて低く 60％弱の正解率となっ

ていた． 

これらの工種は従来，経験により技術の習得を
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行うことが多いこともあり，この結果の要因にな

っていると思われる. 

 
表‐2  安全教育テスト理解力状況表 

 
 

 

今後の安全教育において重点的なポイントの

一つとして取り組んでいくこととしたい． 

また，テストの実施期間を前期後期に分類した

ところ大きな変化もなくマンネリ化の傾向もな

い事も確認できた． 

各工事ごとに作業内容も異なり，建設会社個々

のテスト内容であることから，同レベルでの比較

は困難である． 

しかしながら，このような理解度テストは，作 

業員一人一人の安全意識や知識のレベルを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

でき，理解度の向上に関する定量的な評価もでき

ることから今後の安全衛生活動の有効な手法の

一つであると考える. 

 

 

５．おわりに 

 

 清水工事事務所管内において，第二東名高速道路

の建設は，土工工事，下部工工事から橋梁上部工工

事へと順次進めているところである． 

高品質の高速道路を構築していくことはもとより，

「安全第一」という標語のとおり安全であることが，

社会的にもコストの面でも重要な事項である． 

また,事故等に遭遇した場合，当該者やその家族の

方々における「痛み」や「苦痛」は，計り知れない

ものとなる． 

安全対策に完全ということはなく，成功体験に基

づいた取り組みだけでは十分と言えず，今後も可能

な限りの努力を続けていくことが事業者としての責

務であることは言うまでもない． 

今後とも安全で低コストな高速道路建設に取り組

んでいく所存である． 

最後に，日頃より安全対策においてご指導いただ

いている労働基準監督署をはじめ，ご協力いただい

た関係各位の皆様に紙面をお借りして深く感謝する

ものである．  
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